
北海道情報公開条例（平成10年北海道条例第28号）第８条の規定により、平成31年４月１日か
ら令和２年３月31日までの情報公開制度の実施状況を次のとおり公表する。

令和２年８月25日

北海道知事 鈴木 直道

１ 利用状況
情報公開制度の利用者数は5,077人で、実施機関別には表１のとおりである。

表１ 実 施 機 関 別 利 用 状 況 （単位：人)

２ 公文書の開示請求の状況
(1) 公文書の開示請求者数及び対象公文書数

開示請求者は2,281人、対象公文書数は6,237件であり、開示決定等の内容別は表２の
とおりである。

表２ 公文書の開示請求者数及び対象公文書数 （単位：人、件）

来訪 郵送 電子申請 電話
公文書の
開示請求

情報提供
その他

（相談・
案内等）

知事 3,223 1,021 123 926 1,153 2,035 426 762

教育委員会 34 16 2 13 3 34 0 0

公安委員会 14 4 1 8 1 14 0 0

選挙管理委員会 75 56 15 3 1 75 0 0

監査委員 0 0 0 0 0 0 0 0

人事委員会 1 1 0 0 0 1 0 0

労働委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

収用委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

連合海区漁業調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

海区漁業調整委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

内水面漁場管理委員会 0 0 0 0 0 0 0 0

公営企業管理者 11 1 0 10 0 11 0 0

病院事業管理者 1 1 0 0 0 1 0 0

警察本部長 1,707 1,383 59 21 244 99 1,249 359

北 海 道 公 立 大 学 法 人 札 幌 医 科 大 学 3 1 2 0 0 3 0 0

地方独立行政法人北海道立 総合研究機構 8 8 0 0 0 8 0 0

合計 5,077 2,492 202 981 1,402 2,281 1,675 1,121

実施機関 利用者数

内　　　　　　　　訳

利用形態 利用目的

2,281 1,128 1,153 6,237 1,697 3,465 30 5 1,027 13 0

請求人数

個人
法人その

他の団体

対象公文
書数

請求者の内訳 請求に対する開示決定等の内容 事案の
移送

開示 一部開示 非開示
存否応答

拒否
不存在

取下げ



(2) 実施機関別公文書の開示の状況
公文書の開示請求に係る対象公文書数及び開示決定等の内容を実施機関別（知事は所管部

（局）別）にみると、表３のとおりである。

表３ 実施機関別公文書の開示決定等の状況 （単位：件）

（注）１ 存否応答拒否とは、公文書の存否を明らかにしない決定を示す。
２ 知事の所管部（局）別内訳には、総合振興局等出先機関に係るものを含む。

(3) 請求に係る公文書の内容
開示請求のあった主な公文書は、表４のとおりである。

表４ 請求内容別公文書上位５位 （単位：件）

請求内容 件数
全体に占
める割合

1 法人等の計算書類 2,434 39.03%

2 工事実施設計書等 775 12.43%

3 食品衛生法に基づく新規許可一覧等 471 7.55%

4 政治団体収支報告書添付の領収書等 402 6.45%

5 アカウンタビリティー履行命令書に関する書類 367 5.88%

5 回答及び説明責任不履行と判断するに至った基礎資料に関する書類 367 5.88%

4,816 77.22%合        計

開示 一部開示 非開示
存否応答

拒否
不存在

1,630 3,061 24 0 788 7 0 5,510 88.34% △ 5,905

総 務 部 160 617 3 0 12 1 0 793 12.71% △ 87

総 合 政 策 部 4 46 0 0 0 0 0 50 0.80% 5

環 境 生 活 部 14 156 5 0 9 0 0 184 2.95% 81

保 健 福 祉 部 498 1,947 0 0 743 2 0 3,190 51.15% △ 4,007

経 済 部 42 61 12 0 2 0 0 117 1.88% 34

農 政 部 19 47 0 0 7 0 0 73 1.17% 5

水 産 林 務 部 67 79 1 0 3 1 0 151 2.42% △ 1,731

建 設 部 812 108 3 0 12 3 0 938 15.04% △ 219

出 納 局 14 0 0 0 0 0 0 14 0.22% 14

16 136 2 0 2 0 0 156 2.50% △ 804

5 4 0 0 4 2 0 15 0.24% 10

17 168 0 0 217 1 0 403 6.46% 48

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

3 0 0 0 0 0 0 3 0.05% 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% △ 5

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.00% 0

11 4 0 0 0 0 0 15 0.24% 3

1 0 0 0 0 0 0 1 0.02% △ 2

6 80 4 5 11 3 0 109 1.75% △ 5

2 1 0 0 5 0 0 8 0.13% 6

6 11 0 0 0 0 0 17 0.27% 16

1,697 3,465 30 5 1,027 13 0 6,237 100.00% △ 6,636

実施機関
事案の
移送

対象公文
書数

全体に占
める割合

対前年度増
減

開示決定等の内容
取下げ
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(4) 個人・法人等の開示請求者数等の内容
開示請求者数及び対象公文書数を、個人、法人等別にみると、表５のとおりである。

表５ 個人・法人等別の開示請求者数及び対象公文書数 （単位：人、件）

２ 情報提供の状況
(1) 刊行物等による情報提供の状況

刊行物等により情報提供を行った件数を情報分類別にみると、表６及び図１のとおりで
ある。

表６ 刊 行 物 等 に よ る 情 報 提 供 の 状 況 （単位：件、％）

（注）１「行政一般」とは、国政、道政及び市町村行政に関する一般的事項並びに財政、
税務、選挙等に関するもの。

２「総合政策」とは、総合計画、地域振興、国土利用及び経済全般等に関するもの。
３ 割合については、小数点第３位を四捨五入している。

図１ 利用された刊行物等の情報分類の内容

個人・法人等の別 人　　　数 件　　　数

道内に住所を有する個人 1,038 1,421

道外に住所を有する個人 90 190

道内に事務所等を有する法人・その他の団体 684 3,527

道外に事務所等を有する法人・その他の団体 469 1,099

合　　　　　　計 2,281 6,237

総記

24件（0.39%）
行政一般

78件（1.25%）

総合政策

22件（0.35%）
資源･エネルギー

39件（0.63%）

防災･安全

24件（0.39%）

自然環境･公害

69件（1.11%）

健康･医療

26件（0.42%）

福祉

31件（0.50%）

教育

5.630件（90.33%）

労働

39件（0.63%）

文化

77件（1.24%）

居住環境

20件（0.32%）

交通運輸

28件(0.45%）

商工観光

45件（0.72%）

農業

33件（0.53%）

林業

21件（0.34%）

水産業

27件（0.43%）

合 計
6,233件

分類 情 報 の 内 容 件数 割合

1 総記 24 0.39

2 行政一般 78 1.25

3 総合政策 22 0.35

4 資源・エネルギー 39 0.63

5 防災・安全 24 0.39

6 自然環境・公害 69 1.11

7 健康・医療 26 0.42

8 福祉 31 0.50

9 労働 39 0.63

10 教育 5,630 90.33

11 文化 77 1.24

12 居住環境 20 0.32

13 交通運輸等 28 0.45

14 商工観光 45 0.72

15 農業 33 0.53

16 林業 21 0.34

17 水産業 27 0.43

6,233 100.00合　　計



(2) 有償刊行物の頒布の状況
有償刊行物の頒布状況は、道の刊行物23種類107冊を有償刊行物として指定し、

頒布部数は90部、頒布収入は５万5,172円であった。

(3) 出資法人等情報公開の申出
出資法人等に対する情報公開の申出はなかった。

(4) 指定管理者情報公開の申出
指定管理者に対する情報公開の申出はなかった。

４ 審査請求の状況
行政不服審査法（昭和37年法律第160号）の規定に基づく公文書の一部開示又は非開示等の

決定及び公文書の不存在通知等に対する審査請求の状況は、表７のとおりである。

表７ 審査請求の処理状況 （単位：人、件）

審査請求に対する実施機関の裁決状況 （単位：件）

（注）１ 平成30年度以前の数値は、平成30年度末において未答申であった平成30年度以前に
なされた審査請求をいう。

２ 審査請求人数は、実人数である。ただし、「令和元年度」と「平成30年度以
前」で２名重複がある。

３ 審議中とは、令和元年度末において未答申であった審査請求をいう。

認　容
一部認容

一部棄却
棄　却

一部却下

一部棄却
未裁決

令和元年度 512 0 0 510 0 2

平成30年度以前 291 0 2 289 0 0

計 803 0 2 799 0 2

審査請求

年　　度

答　申

件　数

原処分

妥  当

一　部

妥　当

妥　当

でない
計

令和元年度 8 518 518 0 0 0 512 0 0 512 6

平成30年度以前 4 290 290 0 0 0 289 1 0 290 0

計 10 808 808 0 0 0 801 1 0 802 6

審査会の答申

審議中審査会に

諮　　問

審査会に

未 諮 問
却下 取下げ

審査請求

年　　度

審査請求
人  数

審査請求
件　数


